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前文，総則，公害の防止に関する施策，規制基準の定めの前文，総則，公害の防止に関する施策，規制基準の定めの前文，総則，公害の防止に関する施策，規制基準の定めの前文，総則，公害の防止に関する施策，規制基準の定めの

ない公害に関する規制の見直しについてない公害に関する規制の見直しについてない公害に関する規制の見直しについてない公害に関する規制の見直しについて

１ 前文

第１章 総則（第１条～第５条）

第２章 公害の防止に関する施策（第６条～第１７条）

函館市公害防止条例に優越する性格を持つ函館市環境基本条例（平成11年９月29日施

行）において類似する規定があることから，両条例の関係を明確にしたうえで，規定を

整備する。

函館市公害防止条例 函館市環境基本条例

前文 前文

第１章 総則 第１章 総則

第１条 定義 － －

第２条 事業者の責務 第５条 事業者の責務

第３条 市の責務 第６条 市の責務

第４条 市民の協力 第４条 市民の責務

第５条 削除

第２章 公害の防止に関する施策 第２章 環境の保全および創造に関する基本的施策

第６条 施策の基本 第７条 施策の策定等に係る基本方針

第７条 規制の措置 第11条 規制等の措置

第８条 土地利用における公害防止の措置 第13条 環境の保全および創造に関する施設の整備等

第９条 削除

第10条 調査，研究等の体制の整備 第26条 調査および研究の実施

第27条 監視等の体制の整備

第11条 公害防止協定等 第28条 事業者との協定

第12条 知識の普及等 第21条 環境の保全および創造に関する教育および学習の推進

第25条 情報の提供

第13条 公害苦情等の処理 － －

第14条 削除

第15条 中小企業に対する資金等 第12条 経済的措置

第16条 削除

第17条 削除

※ 類似する条文の比較については，２～７ページ参照

資料３
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類似する条文の比較類似する条文の比較類似する条文の比較類似する条文の比較

函館市公害防止条例 函館市環境基本条例

＜前文＞ ＜前文＞
人間は，自然の資源と法則を利用し，こ 函館市は，北海道の南端部に位置し，温

れらの恩恵を受けて，今日の社会をつくり 暖な気候，豊かな自然，さわやかな空気，
あげてきた。 おいしい水に恵まれ，我が国最初の国際貿

易港として開港して以来，外国の文明を積
極的に取り入れることにより国際性豊かな
歴史と文化をはぐくみ，異国情緒あふれる
まちへと成長し，交通の要衝として，また，
高度な都市機能を持つ南北海道の政治，経
済および文化の中心地として発展を続けて
きた。

しかし，近年，産業経済の飛躍的発展， しかし，経済的発展や都市化の進展は，
交通機関の大量化，高速化および生活様式 私たちの生活を便利にした反面，資源やエ
の多様化などにより，自然環境の破壊と公 ネルギーの大量消費により身近な環境にさ
害の発生をもたらし，国民の健康と生活環 まざまな影響を及ぼし，更には人類の生存
境をおびやかしてきている。 基盤である地球全体の環境をも脅かすまで

に至っている。
このときにあたり，市は，憲法の精神に 私たちは，健康で文化的な生活を営むこ

のつとり，市民が健康で文化的な生活を営 とのできる良好な環境を享受する権利を有
む権利が保障されていることを認識し，人 するとともに，身近な自然環境や生活環境，
間尊重，生活優先の精神を基本理念として，更にはかけがえのない地球環境を保全し，
市，事業者の責務を明らかにするとともに，良好な状態で将来の世代に引き継ぐ責務を
公害の未然防止とその除去を期するため， 負っている。
施策の基本事項を定め，公害対策の総合的 今，21世紀を迎えるに当たり，私たちは，
推進を図るものである。 資源の循環的な利用等により，環境に負荷

を与えている社会経済活動や生活様式を見
直すとともに，人間もまた自然の生態系を
構成する一員であるという自覚の下に，人
間と自然との共生関係の回復を目指し，地
域はもとより世界の人々と協力して環境の
保全に努めなければならない。

ここに市は，めぐまれた自然と市民の健 このような考え方に立ち，函館市に集う
康で安全かつ快適な生活環境を保全し，公 すべての人々が，環境への負荷の少ない社
害のない青い空，青い海そして豊かな緑に 会の実現に向け，自ら参加し，行動するこ
象徴される理想都市実現のため，この条例 とで，良好な環境を保全し，ならびに快適
を制定する。 な環境を維持し，および創造するとともに，

かけがえのない地球環境の保全に貢献して
いくため，この条例を制定する。
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函館市公害防止条例 函館市環境基本条例

第１章 総則 第１章 総則

（事業者の責務） （事業者の責務）
第２条 事業者は，その事業活動に伴つて 第５条 事業者は，その事業活動を行うに

生ずる公害を防止するため，自己の責任 当たっては，これに伴って生ずる廃棄物
において必要な措置を講ずるとともに， 等の適正な処理その他の公害を防止し，
市その他の行政機関が実施する公害の防 または自然環境を適正に保全するために
止に関する施策に協力する責務を有す 必要な措置を講ずる責務を有する。
る。

２ 事業者は，物の製造，加工等に際して，２ 事業者は，環境の保全上の支障を防止
その製造，加工等に係る製品が使用され するため，物の製造，加工または販売そ
ることによる公害の発生の防止に努めな の他の事業活動を行うに当たって，その
ければならない。 事業活動に係る製品その他の物が廃棄物

となった場合にその適正な処理が図られ
ることとなるように必要な措置を講ずる
責務を有する。

３ 事業者は，いかなる場合においても，
公害を防止するため最大限の努力をしな
ければならない。

４ 事業者は，工場等の敷地について，緑
化等を行ない良好な環境の整備に努めな
ければならない。

５ 事業者は，その事業活動に伴つて生じ
た公害に係る被害について，適切な措置
を講じなければならない。

３ 前２項に定めるもののほか，事業者は，
環境の保全上の支障を防止するため，物
の製造，加工または販売その他の事業活
動を行うに当たって，その事業活動に係
る製品その他の物が使用されまたは廃棄
されることによる環境への負荷の低減に
資するように努めるとともに，その事業
活動において，再生資源その他の環境へ
の負荷の低減に資する原材料，役務等を
利用するように努めなければならない。

４ 前３項に定めるもののほか，事業者は，
その事業活動に関し，これに伴う環境へ
の負荷の低減その他環境の保全および創
造に自ら積極的に努めるとともに，市が
実施する環境の保全および創造に関する
施策に協力する責務を有する。
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函館市公害防止条例 函館市環境基本条例

（市の責務） （市の責務）
第３条 市は，市民の健康を保護し，およ 第６条 市は，環境の保全および創造に関

び生活環境を保全する使命を達成するた する基本的かつ総合的な施策を策定し，
め，本市の自然的，社会的条件に応じた および実施する責務を有する。
公害の防止に関する施策を策定し，およ
びこれを実施する責務を有する。

２ 市は，環境に影響を及ぼすと認められ
る施策の策定および実施に当たっては，
環境の保全および創造について配慮しな
ければならない。

（市民の協力） （市民の責務）
第４条 市民は，市その他の行政機関が実 第４条 市民は，環境の保全上の支障を防

施する公害の防止に関する施策に協力す 止するため，その日常生活に伴う環境へ
るとともに，みずからも公害を発生させ の負荷の低減に努めなければならない。
ることのないようにする等，公害の防止
に寄与するように努めなければならな
い。

２ 前項に定めるもののほか，市民は，環
境の保全および創造に自ら積極的に努め
るとともに，市が実施する環境の保全お
よび創造に関する施策に協力する責務を
有する。
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函館市公害防止条例 函館市環境基本条例

第２章 公害の防止に関する施策 第２章 環境の保全および創
造に関する基本的施策

（施策の基本） （施策の策定等に係る基本方針）
第６条 市は，公害防止の重要性にかんが 第７条 環境の保全および創造に関する施

み，市政全般にわたり公害の防止につい 策の策定および実施は，第３条に定める
て特に配慮するとともに，公害の防止に 環境の保全および創造についての基本理
関する施策を地域の自然的，社会的条件 念にのっとり，次に掲げる事項を基本と
に応じて総合的，計画的に推進するもの して，各種の施策相互の有機的な連携を
とする。 図りつつ，総合的かつ計画的に推進する

ものとする。
(1) 人の健康が保護され，および生活環

境が保全されるよう，大気，水，土壌
等が良好な状態に保持されること。

(2) 生態系の多様性の確保，野生生物の
種の保存その他の生物の多様性の確保
が図られるとともに，森林，緑地，水
辺等における多様な自然環境が保全さ
れること。

(3) 自然との豊かな触合いを確保すると
ともに，地域の個性を生かした都市景
観の形成および歴史的文化的遺産の保
全に努め，潤いと安らぎのある快適な
環境を創造すること。

(4) 地球環境保全に資する環境への負荷
の少ない循環型社会を構築するため，
資源の循環的な利用，廃棄物の減量お
よびエネルギーの有効利用を積極的に
推進すること。

（規制の措置） （規制等の措置）
第７条 市長は，公害を防止するため，事 第11条 市は，公害の原因となる行為およ

業者の遵守すべき大気の汚染または水質 び自然環境の適正な保全に支障を及ぼす
の汚濁の原因となる物質の排出等に関す おそれがある行為に関し，必要な規制の
る規制その他の公害の防止について必要 措置を講じなければならない。
な措置を講じなければならない。

２ 前項に定めるもののほか，市は，環境
の保全上の支障を防止するため，指導，
助言その他の必要な措置を講ずるように
努めなければならない。
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函館市公害防止条例 函館市環境基本条例

（土地利用における公害防止の措置） （環境の保全および創造に関する施設の整備等）
第８条 市長は，土地利用に関する施策の 第13条 市は，下水道，廃棄物の公共的な

策定および実施にあたつては，公害の防 処理施設その他の環境の保全上の支障の
止に関し必要な措置を講じなければなら 防止に資する公共的施設の整備を図るた
ない。 め，必要な措置を講ずるものとする。

２ 市は，公園，緑地その他の公共的施設
の整備その他の自然環境の適正な整備お
よび健全な利用のための事業を推進する
ため，必要な措置を講ずるものとする。

（調査，研究等の体制の整備） （調査および研究の実施）
第10条 市長は，公害の状況をは握し，お 第26条 市は，環境の保全および創造に資

よび公害の防止のための規制の措置を適 するため，必要な調査および研究の実施
正に実施するために必要な調査，研究， に努めるものとする。
監視，測定等の体制の整備に努めなけれ （監視等の体制の整備）
ばならない。 第27条 市は，環境の状況を的確に把握す

るため，必要な監視，測定，試験および
検査の体制の整備に努めるものとする。

（公害防止協定等） （事業者との協定）
第11条 市長は，公害防止のため，特に必 第28条 市長は，事業活動に伴う環境への

要と認める場合は，工場等の設置者と公 負荷の低減を図るため特に必要があると
害の防止に関する協定等を締結するもの きは，事業者との間で環境への負荷の低
とする。 減に関する協定を締結するものとする。

（環境の保全および創造に関する教育お
（知識の普及等） よび学習の推進）

第12条 市長は，公害に関する知識の普及 第21条 市は，市民および事業者が環境の
を図るとともに，公害の防止に関する思 保全および創造についての理解を深める
想を高めるように努めなければならな とともに，これらの者の環境の保全およ
い。 び創造に関する活動を行う意欲が増進さ

れるように，環境の保全および創造に関
する教育および学習を推進するものとす
る。

２ 前項の場合において，市は，特に児童
および生徒の環境の保全および創造に関
する教育および学習を積極的に推進する
ため，必要な措置を講ずるものとする。
（情報の提供）

第25条 市は，第21条の規定による環境の
保全および創造に関する教育および学習
の推進ならびに第23条の規定による環境
の保全および創造に関する自発的な活動
の促進に資するため，環境の保全および
創造に関する必要な情報を適切に提供す
るように努めるものとする。
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函館市公害防止条例 函館市環境基本条例

（中小企業に対する資金等） （経済的措置）
第15条 市長は，中小企業者が公害の防止 第12条 市は，市民および事業者が環境へ

のために行なう施設の設置または改善に の負荷の低減のための施設の整備その他
ついて必要な資金の貸付，あつせんまた の環境の保全に資する措置をとることを
は技術的な指導等その他必要な措置を講 助長するため必要があるときは，適正な
ずるように努めなければならない。 助成その他の措置を講ずるように努める

ものとする。
２ 市は，環境への負荷の低減を図るため，

特に必要があるときは，市民または事業
者に適正かつ公平な経済的な負担を求め
る措置を講ずるものとする。
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２ 第３章第３節 規制基準の定めのない公害に関する規制（第３５条～第４０条）

函館市公害防止条例の制定後において，新たに制定された法令等により規制されてい

るものについては，重複して規制されていることから，削除する。

函館市公害防止条例 法 令 等

第35条 夜間の静穏保持 北海道公害防止条例

第66条 深夜における営業者の騒音防止

義務

※ 市町村が条例で相当する規定を定めたと
きは，当該市町村の区域は，適用しない。

第36条 燃焼不適物の燃焼の制限 北海道公害防止条例

第67条 ばい煙又は悪臭が生ずる物の焼

却の制限

※ 市町村が条例で相当する規定を定めたと
きは，当該市町村の区域は，適用しない。

第37条 自動車の使用者等の義務 北海道公害防止条例

第62条 自動車の使用者等の義務

第38条 畜舎の管理等 家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の

促進に関する法律 ［H11.11.1施行］

第３条 管理基準

家畜伝染病予防法

第12条の3 飼養衛生管理基準

［H15.7.1施行］

第39条 薬剤の空中散布に伴う措置 農薬を使用する者が遵守すべき基準を定

める省令 ［H15.3.10施行］

第１条 農薬使用者の責務

第４条 航空機を用いた農薬の使用

第40条 措置の勧告

※ 類似する条文の比較については，１０～１３ページ参照
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類似する条文の比較類似する条文の比較類似する条文の比較類似する条文の比較

函館市公害防止条例 法 令 等

（夜間の静穏保持）
第35条 何人も，静穏な生活環境を維持す

るため，夜間（午後10時から翌日の午前
６時までの時間をいう。）においては，
特に必要以上の騒音を発生させないよう ◇北海道公害防止条例
に努めるものとする。 （深夜における営業者の騒音防止義務）

２ 飲食店，ボーリング場，ガソリンスタ 第66条 飲食店営業その他の営業であって
ンドその他夜間にわたる営業を営む者 規則で定めるもの（以下「飲食店営業等」
は，夜間においては，当該営業を営む場 という。）を営む者は、当該飲食店営業
所において，音響機器音，楽器音等によ 等に係る深夜（午後11時から翌日の午前
る騒音を発生させることにより附近の静 ６時までの時間をいう。）における騒音
穏を害する行為をし，またはさせてはな により、その周辺の生活環境を損なうこ
らない。 とのないようにしなければならない。

（適用除外）
第69条 この節［第65条～第68条］の規

定は、市町村が条例でこれらに相当す
る規定を定めたときは、当該市町村の
区域については、適用しない。

◇北海道公害防止条例
（燃焼不適物の燃焼の制限） （ばい煙又は悪臭が生ずる物の焼却の制限）

第36条 何人も，住居が集合している地域 第67条 何人も、住居が集合している地域
においては，みだりに，ゴム，皮革，合 においては、みだりに、ゴム、皮革、合
成樹脂，廃油その他の燃焼に伴つて著し 成樹脂、廃油その他の燃焼に伴って著し
くばい煙または有害ガスもしくは悪臭を くばい煙又は悪臭を発生する物を野外で
発生する物を屋外で多量に焼却してはな 多量に焼却してはならない。
らない。

（適用除外）
第69条 この節［第65条～第68条］の規

定は、市町村が条例でこれらに相当す
る規定を定めたときは、当該市町村の
区域については、適用しない。
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◇北海道公害防止条例
（自動車の使用者等の義務） （自動車の使用者等の義務）

第37条 自動車（道路運送車両法（昭和26 第62条 自動車（道路運送車両法（昭和26
年法律第185号）第２条第２項に規定す 年法律第185号）第２条第２項に規定す
る自動車および同条第３項に規定する原 る自動車及び同条第３項に規定する原動
動機付自転車をいう。以下この条におい 機付自転車をいう。以下同じ。）の使用
て同じ。）の使用者その他自動車の整備 者その他自動車の装置の整備について責
について責任を有する者または運転をす 任を有する者又は自動車の運転をする者
る者は，当該自動車から発生する排出ガ （以下「自動車の使用者等」という。）
ス（自動車の運行に伴い発生する一酸化 は、当該自動車から発生する排出ガス（自
炭素その他の人の健康または生活環境に 動車の運行に伴い発生する一酸化炭素、
係る被害を生ずるおそれがある物質をい 炭化水素、鉛その他の人の健康又は生活
う。）および騒音の低減を図るため，必 環境に係る被害を生ずるおそれがある物
要な整備を行ない，または適正な運転を 質をいう。以下同じ。）及び騒音の低減
するように努めなければならない。 を図るため、必要な整備を行い、又は適

正な運転をするように努めなければなら
ない。

２ 自動車の販売および整備を業とする者 ２ 自動車の整備を業とする者は、その整
は，自動車から発生する排出ガスおよび 備する自動車から発生する排出ガスの量
騒音の低減に関して，適切な措置をとる が大気汚染防止法第19条第１項の規定に
よう努めなければならない。 よる自動車排出ガスの量の許容限度を超

えているときは、整備を依頼した者にそ
の旨を告知しなければならない。

３ 自動車の使用者等又は自動車の整備を
業とする者は、自動車から発生する排出
ガス及び騒音の低減に関し知事が講ずる
施策に協力しなければならない。
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◇家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の
促進に関する法律 ［H11.11.1施行］

（畜舎の管理等） （管理基準）
第38条 畜舎を設置する者は，畜舎および 第三条 農林水産大臣は、農林水産省令で、

その付帯施設を整備し，常に衛生的な管 たい肥舎その他の家畜排せつ物の処理又
理を行なうとともに，汚物，汚水等の処 は保管の用に供する施設の構造設備及び
理については，公害を発生させないよう 家畜排せつ物の管理の方法に関し畜産業
に適切な措置を講じなければならない。 を営む者が遵守すべき基準（以下「管理

基準」という。）を定めなければならな
い。

２ 畜産業を営む者は、管理基準に従い、
家畜排せつ物を管理しなければならな
い。

◇家畜伝染病予防法
［第十二条の三についてH15.7.1施行］

（飼養衛生管理基準）
第十二条の三 農林水産大臣は、政令で定

める家畜について、その飼養規模の区分
に応じ、農林水産省令で、当該家畜の飼
養に係る衛生管理（第二十一条第一項の
規定による焼却又は埋却が必要となる場
合に備えた土地の確保その他の措置を含
む。以下同じ。）の方法に関し家畜の所
有者が遵守すべき基準（以下「飼養衛生
管理基準」という。）を定めなければな
らない。

２ 飼養衛生管理基準が定められた家畜の
所有者は、当該飼養衛生管理基準に定め
るところにより、当該家畜の飼養に係る
衛生管理を行わなければならない。

３～４ （略）
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◇農薬を使用する者が遵守すべき基準を定
める省令 ［H15.3.10施行］

（薬剤の空中散布に伴う措置） （農薬使用者の責務）
第39条 農作物および森林を害する動植物 第一条 農薬を使用する者（以下「農薬使

の防除のために薬剤を航空機から散布す 用者」という。）は、農薬の使用に関し、
る者は，あらかじめ，その散布の計画を 次に掲げる責務を有する。
市長に届け出るとともに，水質の汚濁， 一 農作物等に害を及ぼさないようにす
土壌の汚染等の公害を発生させないよう ること。
に適切な措置を講じなければならない。 二 人畜に危険を及ぼさないようにする

こと。
三 農作物等の汚染が生じ、かつ、その

汚染に係る農作物等の利用が原因とな
って人畜に被害が生じないようにする
こと。

四 農地等の土壌の汚染が生じ、かつ、
その汚染により汚染される農作物等の
利用が原因となって人畜に被害が生じ
ないようにすること。

五 水産動植物の被害が発生し、かつ、
その被害が著しいものとならないよう
にすること。

六 公共用水域（水質汚濁防止法（昭和
四十五年法律第百三十八号）第二条第
一項に規定する公共用水域をいう。）
の水質の汚濁が生じ、かつ、その汚濁
に係る水（その汚濁により汚染される
水産動植物を含む。）の利用が原因と
なって人畜に被害が生じないようにす
ること。

（航空機を用いた農薬の使用）
第四条 農薬使用者は、航空機（航空法（昭

和二十七年法律第二百三十一号）第二条
第一項に規定する航空機をいう。）を用
いて農薬を使用しようとするときは、毎
年度、使用しようとする最初の日までに、
次に掲げる事項を記載した農薬使用計画
書を農林水産大臣に提出しなければなら
ない。これを変更しようとするときも、
同様とする。
一 当該農薬使用者の氏名及び住所
二 当該年度の航空機を用いた農薬の使

用計画
２ 前項の農薬使用者は、航空機を用いて

農薬を使用しようとする区域（以下「対
象区域」という。）において、風速及び
風向を観測し、対象区域外に農薬が飛散
することを防止するために必要な措置を
講じるよう努めなければならない。


